
 

[報告事項 1]  令和６年度事業計画の報告 

 令和６年度  事 業 計 画  

【 1 】 地質調査についての普及啓発事業（定款第４条第１号事業） 

1. 自然災害と地盤の講演会開催・講習会への講師派遣  【総務広報・技術】 

・防災等の講演会  （対象：都内の地方自治体、自主防災組織、消防･防災担当職員 等） 

・地盤に関する講習会（対象：都内の地方自治体、自主防災組織、消防･防災担当職員 等） 

2. 地質調査業界への入職者勧誘活動 大学生対象セミナーの開催 

3. 地質業界資料の配布 

・広報ＰＲ活動   協会（会員）ＰＲ用冊子の作成・配布  【総務広報委員会】 

・技術ノートの配布（東京都、市町村、都立高校、図書館等 ） 【総務広報委員会】 

・東地協ニュースの発行（年 2 回）            【総務広報委員会】 

・東京都への予算陳情                  【総務広報委員会】 

【 2 】 地質調査についての情報の提供に関する事業（定款第４条第２号事業）  

1. 地盤災害等の展示会 

・総合防災訓練「防災展示」    【技術委員会】 

・そなエリア東京「防災イベント」 【技術委員会】 

2. 東京都との意見交換会 【総務広報委員会・技術委員会】 

3. 技術ノートの作成 【技術委員会】 

・技術ノート No.57 年 1 回 900 部発行 

4. 東京都との災害協定締結後の支援活動  

・支援体制の維持・継続を目的とした会員へ協力依頼（毎年） 【技術委員会】 

・東京都の各種防災訓練に協会として積極的に参加・協力   【技術委員会】 

・災害対策セミナーの開催 3 団体共催(地質・建コン・測量) 【総務広報委員会・技術委員会】 

5. 問合せ対応（取材等） 【技術委員会】 

6. 協会ホームページ公開に係る維持（メンテナンス） 【総務広報委員会】 

【 3 】 地質調査技術の向上に関する事業（定款第４条第３号事業） 

1. 現場見学会・講演会  【技術委員会】  

2. 地質調査技術の勉強会  【技術委員会】 

・ボーリングマシン安全衛生特別教育講習会（年 2 回） （募集 100 名） 

・土壌汚染調査関連 講習会   （募集 10 名） 

・土壌・環境関連 見学会･実地研修会   （募集 20 名） 

【 4 】 地質調査業者の経営の近代化の促進及び資質の向上に関する事業（定款第４条第４号事業） 

1. 各種講演会の開催  【総務広報委員会】 

・コンプライアンス関係テキストの配布 

2. ＣＰＤ(継続教育)関連  【総務広報委員会】 



[報告事項 2] 　令和６年度予算の報告

（単位：円）

令和６年度 前年度

予　　算
(A)

予　　算
(B)

①　正　会　員 0 0 0

②　特　別　会　員 0 0 0

計　（①＋②） 0 0 0

③　正　会　員　（27社） 5,832,000 5,616,000 216,000

④　特　別　会　員 0 0 0

⑤　賛　助　会　員　（7社） 420,000 420,000 0

　計（③＋④＋⑤） 6,252,000 6,036,000 216,000

⑥ 情報の提供事業 (0) (0) (0)

　・ 資料販売 0 0 0

⑦ 技術の向上に関する事業 (950,000) (1,150,000) (△ 200,000)

　・ 地質見学会 会費 0 0 0

　・ ボーリングマシン特別講習会 会費 900,000 1,100,000 △ 200,000

　・ 土壌・環境関連講習会 会費 50,000 50,000 0

計（⑥＋⑦） 950,000 1,150,000 △ 200,000

   ４　　　雑　　　　　　収　　　　　　入 130,000 130,000 0

　　経常収益計 （1+2+3+4）　　〔A〕 7,332,000 7,316,000 16,000
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（単位：円）
令和６年度 前年度

予　算　（Ａ） 予　算　（Ｂ）

 ① 人件費 765,000 756,000 9,000

 ② 事務所費 1,140,000 1,140,000 0

 ③ 普及啓発事業 (330,000) (335,000) (△ 5,000)

　　 ・ 自然災害・地盤災害の講演会・講習会 50,000 45,000 5,000

　　 ・ 地質調査業界への入職者勧誘活動 100,000 100,000 0

　　 ・ 地質調査業界資料の配布，予算陳情 等 180,000 190,000 △ 10,000

 ④ 情報の提供事業 (1,280,000) (1,325,000) (△ 45,000)

　　 ・ 地盤災害等の展示会 200,000 350,000 △ 150,000

　　 ・ 東京都建設局各事務所との情報交換 60,000 0 60,000

　　 ・ 東京都との意見交換会 30,000 30,000 0

　　 ・ 技術ノート作成 850,000 815,000 35,000

　　 ・ 防災協定等に関する事業

　　　　　　　防災訓練・会議への出席 5,000 5,000 0

　　　　　　　災害対策セミナー （3団体合同） 80,000 70,000 10,000

　　 ・ 協会パンフレット作成 ・増刷 50,000 50,000 0

　　 ・ 問合せ対応 （取材等） 5,000 5,000 0

 ⑤ 技術の向上に関する事業 (850,000) (986,000) (△ 136,000)

　　 ・ 現場見学会・講演会 0 0 0

　　 ・ 地質調査技術の勉強会

　　　　　　　ボーリング特別講習会 750,000 900,000 △ 150,000

　　　　　　　土壌汚染調査関連　講習会・見学会 100,000 86,000 14,000

 ⑥ 経営の近代化の促進等 (43,000) (42,000) (1,000)

　　 ・ 建設行政・経営等の講演会 13,000 12,000 1,000

　　 ・ 継続教育関連費 30,000 30,000 0

小 計（①～⑥） 4,408,000 4,584,000 △ 176,000

 ① 人 件 費 765,000 756,000 9,000

 ② 事務所費 1,140,000 1,140,000 0

 ③ 旅費交通費 210,000 210,000 0

 ④ 賃 借 料 130,000 120,000 10,000

 ⑤ 会 議 費 5,000 5,000 0

 ⑥ 通信運搬費 140,000 120,000 20,000

 ⑦ 印刷製本費 30,000 30,000 0

 ⑧ 費用弁償 60,000 60,000 0

 ⑨ 新聞購読料 （建通新聞） 104,000 81,000 23,000

 ⑩ 広 告 料 0 0 0

 ⑪ 消耗品費 70,000 70,000 0

 ⑫ 租税公課 70,000 70,000 0

 ⑬ 雑　費 100,000 70,000 30,000

小 計（①～⑬） 2,824,000 2,732,000 92,000

7,232,000 7,316,000 △ 84,000

　　 当期経常増減額　　〔C＝A－B〕 100,000 0 100,000

7,315,030 6,362,906 952,124

7,415,030 6,362,906 1,052,124

　　 正味財産期首残高　〔D〕

　　 正味財産期末残高　〔C＋D〕
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（単位：円）

令和6年度 前 年

予　算　（Ａ） 予　算　（Ｂ）

 1) 自然災害と地盤の講演会・講習会 50,000 45,000 5,000

　　 ・ 防災等の講演会（地方自治体等） (20,000) (20,000) (0)

　　 ・ 地盤に関する講習会講師派遣 （地方自治体等） (30,000) (25,000) (5,000)

 2) 地質調査業界への入職者勧誘活動 100,000 100,000 0 業界PR（大学生向けﾘｸﾙｰﾄｾﾐﾅｰ）

 3) 地質調査業界資料の配布 180,000 190,000 △ 10,000

　　 ・ 広報ＰＲ活動　（技術ノート，PR資料の配布） (140,000) (150,000) (△ 10,000) 出先事務所訪問は【2】情報提供へ

　　 ・ 東地協ニュ－スの発行（年：２回） (20,000) (20,000) (0)

　　 ・ 予算陳情（都議会，都知事ヒアリング） (20,000) (20,000) (0)

合         計 330,000 335,000 △ 5,000

令和6年度 前 年

予　算　（Ａ） 予　算　（Ｂ）

 1) 地盤災害等の展示会 200,000 350,000 △ 150,000

　　 ・ そなエリア東京 (0) (0) (0) ※関東地質調査業協会と共催

　　 ・ 総合防災訓練 (200,000) (200,000) (0) ※関東地質調査業協会と共催

　　 ・ 東京都防災展 (0) (150,000) (△ 150,000) 近年開催無し

 2) 東京都建設局各事務所との情報交換 60,000 0 60,000 出先事務所 訪問

 3) 東京都との意見交換会 30,000 30,000 0 建設局，財務局

 4) 技術ノート作成　No.57　900部発行 850,000 815,000 35,000 印刷費用値上がり

 5) 防災協定等に関する事業 85,000 75,000 10,000

　　・防災協定関連への費用（打合せ） (5,000) (5,000) (0) 港湾局連絡協議会 等

　　・災害対策セミナー （3団体合同） (80,000) (70,000) (10,000)

 6) 協会パンフレット資料作成・増刷 50,000 50,000 0

 7) 問合せ対応 （取材等） 5,000 5,000 0

合         計 1,280,000 1,325,000 △ 45,000

令和6年度 前 年

予　算　（Ａ） 予　算　（Ｂ）

 1) 現場見学会・講演会 0 0 0

　　 ・地質見学会 (0) (0) (0)

 2) 地質調査技術の勉強会 850,000 986,000 △ 136,000

　　・ボーリングマシン特別講習会　（年2回　募集各50名） (750,000) (900,000) (△ 150,000) R5 年3回　→　R6 年2回

　　・土壌汚染調査関連　講習会・見学会 (100,000) (86,000) (14,000)

合         計 850,000 986,000 △ 136,000

令和6年度 前 年

予　算　（Ａ） 予　算　（Ｂ）

 1) 建設行政・経営等の講演会 13,000 12,000 1,000

　　・講演会 (0) (0) (0)

　　・コンプライアンス関係テキストの配布 (13,000) (12,000) (1,000)

 2) 継続教育（ＣＰＤ） 30,000 30,000 0 ジオスクーリングNET維持費

合         計 43,000 42,000 1,000

記　事

記　事

記　事

記　事【4】 経営の近代化、資質の向上事業 増　減（Ａ－Ｂ）

【1】 普及啓発事業 増　減（Ａ－Ｂ）

【2】 情報提供事業 増　減（Ａ－Ｂ）

【3】 技術の向上に関する事業 増　減（Ａ－Ｂ）


